
令和5年度加美町地球温暖化対策実行計画

（事務事業編・区域施策編）策定支援業務の報告

２０２３（令和5）年１２月２７日 地球温暖化対策室



令和5年度加美町地球温暖化対策実行計画（事務事業編・区域施策編）策定支援業務

１．導入事例や上位計画の整理

２．基礎情報の収集、整理及び現状分析

３. 区域内のエネルギー需要量及び温室効果ガス排出量の把握

４．再生可能エネルギーの導入ポテンシャル調査

５. 地域特性・課題の分析

６．将来の温室効果ガス排出量の推計

７．温室効果ガス排出量削減目標の方向性検討

８．加美町地球温暖化対策実行計画の策定に伴う審議会等の開催

９．加美町地球温暖化対策実行計画策定の検討（事務事業編） 1

 報告内容
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｢2030年度に46％削減(’13比)｣表明

｢地球温暖化対策推進法｣改正

ＣＯＰ２１｢パリ協定｣合意

｢国連気候変動枠組条約｣採択｢国連気候変動枠組条約｣採択

ＣＯＰ３｢京都議定書｣採択

気候変動枠組条約締約国会議(ＣＯＰ) 第1回開催気候変動枠組条約締約国会議(ＣＯＰ) 第1回開催

2015

1992

1997
1995

2021
4月

2021
5月

｢2050年までに温室効果ガス排出実質ゼロ｣表明

2020
10月

1998

(カーボンニュートラル表明)
｢気候変動適応法｣施行

2018

｢地球温暖化対策推進法｣(温対法)成立

2022

ＣＯＰ２7

1.1 気候変動に対する国内外の動向

｢気候変動適応法｣改正
2023
2月

1. 導入事例や上位計画の整理
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1.２ 国及び宮城県の計画の目標

○区域施策編の計画全体の目標については、区域の温室効果ガス排出量の削減目標（短期:2030年度、
中期:2040年度、⾧期:2050年度）を設定します。

国や県で設定されている温室効果ガス排出量の削減目標（参考）

計画の名称 温室効果ガス排出量の削減目標

地球温暖化対策計画
（国）

2030年度に温室効果ガスを2013年度から46％削減することを目指し、
さらに、50％の高みに向けて挑戦を続けていく

みやぎゼロカーボン
チャレンジ2050戦略

2050年までに、吸収量を差し引くことにより実質ゼロになるカーボン
ニュートラル（脱炭素社会の実現）、2030年度までに、基準年度であ
る2013年度から50％削減するとしている

1. 導入事例や上位計画の整理



1. 導入事例や上位計画の整理

4

1.３ 上位計画との整合

第二次加美町総合計画
（加美町笑顔幸福プラン）

（2015(平成27)年―2024(令和6)年）

環境分野の施策
の基本的方向性

加美町環境基本計画〈改訂版〉
（2023(令和5)年―2032 (令和14)年）

環境分野
の個別計画

加美町地球温暖化対策実行計画
【 区域施策編 ＋ 事務事業編 】

（2025 (令和7)年―2030(令和12)年）

関連整合

【国】 地球温暖化対策の推進に関する法律
地球温暖化対策計画 など

【県】 宮城県環境基本計画（第4期）
みやぎゼロカーボンチャレンジ2050戦略 など

関連整合

実行計画は、「加美町環境基本計画」の地球温暖化に関する個
別計画として位置付けられます。

また、2050年までの地域脱炭素の実現に向けて、区域施策編と
事務事業編の計画の内容を統合した計画として策定を進めます。

【地方公共団体実行計画（区域施策編）】
本町の温室効果ガス排出量の削減等に関する目標を設定すると

ともに、以下に示す４つの施策とその目標を定めます。

・再生可能エネルギー等の利用促進
・事業者・住民の温室効果ガス排出量削減活動促進
・地域環境の整備及び改善
・循環型社会の形成

【地方公共団体実行計画（事務事業編）】
町の事務及び事業における温室効果ガス排出量の削減等に関す

る目標と、その目標を達成するための「事務事業における排出削減」
の施策を定めます。
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２.１区域の特徴（自然的条件）

項目 特徴

地勢

 宮城県の北西部に位置し、総面積は460.67km2で、森林が73％、農地
が14％を占める自然豊かな町土を形成しています。

 西は奥羽山脈を隔てて山形県尾花沢市に、また、北から東にかけては
大崎圏域の中心都市大崎市に接しています。

地形  地形は西部、北部、南部が山岳、丘陵地、平坦地は中新田地区、小野
田地区、宮崎地区にそれぞれ市街地が形成されています。

項目 特徴

気象
 2022年の年間の平均気温は11.9℃、年間降水量は1,648mmであり、寒

暖の差が大きく、西部の山岳・丘陵地帯は降雪量も多く豪雪地帯に指
定されています。

図 加美町の気象状況（月ごとの値）
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２.２区域の特徴（経済的条件及び社会的条件）
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２.４本町における気候変動とその影響
項目 影響

気温
 2022年と2005年を比較すると年日最高気温で1.6℃上昇、日平均気温で1.1℃上昇、日最低気温で

0.5℃上昇している。
 夏日等の年間日数も上昇傾向で推移しており、気候変動の影響は既に観測されている。

降水量
 年間降水量は1,600mm程度で、日最大降水量は120mm程度、1時間あたりの最大降水量は30mm程度、10

分間あたりの最大降水量は10mm程度となっている。

年平均気温の変化 降水量の変化
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３.１区域全体でのエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量
 2020年度のエネルギー消費

量（2,391TJ）は、基準年度
である2013年度（2,825TJ）
比▲434TJ（15.4%)削減

 2020年度の温室効果ガス排
出量（220千t-CO2）は、基
準年度である2013年度（274
千t-CO2 ）比▲54千t-CO2 
（19.8%)削減

産業部門

36.3%

業務その他
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22.6%

廃棄物分野

0.8%
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220千t-CO2
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３.２産業部門でのエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量

 2020年度のエネルギー消費量（1,077TJ）は、基準年度である
2013年度（1,087TJ）比▲10TJ（0.9%)）削減

 2020年度の温室効果ガス排出量（80千t-CO2）は、基準年度であ
る2013年度（90千t-CO2 ）比▲10千t-CO2 （10.9%)削減

産業部門でのエネルギー消費量の経年変化

産業部門での温室効果ガス排出量の経年変化
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温室効果ガス
排出量

 製造業（特定以外）が排出の割合が最も高
く、次いで製造業（特定）、農林水産業の
順となっています。

 2018年度からは減少傾向に推移しています。
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３.３業務その他部門でのエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量

 2020年度のエネルギー消費量（310TJ）は、基準年度である
2013年度（447TJ）比▲137TJ（30.6%)削減

 2020年度の温室効果ガス排出量（31千t-CO2）は、基準年度であ
る2013年度（49千t-CO2 ）比▲18千t-CO2 （36.8%)削減

業務その他部門でのエネルギー消費量の経年変化

業務その他部門での温室効果ガス排出量の経年変化

項目 特徴

エネルギー
 電力の割合が最も高く、次いで石油ガス、

軽質油製品の順となっています。
 2013年度から減少傾向に推移。

温室効果ガス
排出量

 2013年度から減少傾向で推移しています。
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３.４家庭部門でのエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量

 2020年度のエネルギー消費量（270TJ）は、基準年度である
2013年度（363TJ）比▲93TJ（25.6%)削減

 2020年度の温室効果ガス排出量（25千t-CO2）は、基準年度であ
る2013年度（38千t-CO2 ）比▲13千t-CO2 （34.4%)削減

家庭部門でのエネルギー消費量の経年変化

家庭部門での温室効果ガス排出量の経年変化

項目 特徴

エネルギー
 電力の割合が最も高く、次いで石油ガス、

軽質油製品の順となっています。
 2013年度から減少傾向で推移しています。

温室効果ガス
排出量

 2013年度から減少傾向で推移しています。
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３.５運輸部門でのエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量

 2020年度のエネルギー消費量（734TJ）は、基準年度である
2013年度（928TJ）比▲194TJ（20.9%)削減

 2020年度の温室効果ガス排出量（50千t-CO2）は、基準年度であ
る2013年度（63千t-CO2 ）比▲13千t-CO2 （20.9%)削減

運輸部門でのエネルギー消費量の経年変化

運輸部門での温室効果ガス排出量の経年変化

項目 特徴

エネルギー
 すべて軽質油製品（ガソリン、軽油）。
 2013年度から減少傾向で推移しています。

温室効果ガス
排出量

 2013年度から減少傾向で推移しています。
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３.６廃棄物部門及びその他ガスの温室効果ガス排出量

 廃棄物部門における2020年度の温室効果ガス排出量（1.7千t-
CO2）は、基準年度である2013年度（1.8千t-CO2）比▲0.1千t-
CO2 （7.0%)削減

 その他ガスの2020年度の温室効果ガス排出量（32.6千t-CO2）
は、基準年度である2013年度（32.6千t-CO2 ）比±0千t-CO2 
（±0%)

廃棄物部門での温室効果ガス排出量の経年変化

その他ガス排出量の経年変化
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4.1本町における再生可能エネルギー導入のポテンシャル
本町における再生可能エネルギー種別導入ポテンシャル

大区分 中区分 賦存量 導入ポテンシャル 単位

太陽光

建物系
- 179.799 MW
- 225,917.899 MWh/年

土地系
- 1,519.085 MW
- 1,902,765.406 MWh/年

合計
- 1,698.884 MW
- 2,128,683.304 MWh/年

風力 陸上風力
3,768.100 1,878.800 MW

11,121,819.262 6,234,751.868 MWh/年

中小水力 合計
13.730 13.730 MW

81,953.085 81,953.085 MWh/年

地熱 合計
0.037 0.024 MW

― 144.960 MWh/年

再生可能エネルギー（電気）合計
3,781.866 3,591.437 MW

11,203,772.346 8,445,533.218 MWh/年
太陽熱 太陽熱 - 475,138.438 GJ/年

地中熱
地中熱（クローズ
ドループ）

- 2,034,065.919 GJ/年

再生可能エネルギー（熱）合計 - 2,509,204.357 GJ/年

木質バイオマス

発生量（森林由来
分）

110.761 - 千m3/年

発熱量（発生量
ベース）

782,592.650 - GJ/年

出典）自治体再エネ情報カルテ 加美町 （環境省）

 本町における再生可能エネルギー種別
導入ポテンシャルの中で、太陽光発電
1,699MW（2,128,683MWh/年）、風力発
電1,879MW（6,234,752MWh/年）が特に
高いです。

 その他、中小水力、地熱、太陽熱、地
中熱、木質バイオマスのポテンシャル
も見込まれています。



4. 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル調査
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4.２再生可能エネルギー導入のポテンシャルマップ

出典）再生可能エネルギー情報提供システム【REPOS（リーポス）】 （環境省）

太陽光発電（建物系）の導入ポ
テンシャル（年間発電量
225,918MWh/年）は、中新田地域
の町役場周辺の商業・住居地区
を中心に高くなっており、国道
347号、県道457号沿い等におい
ても認められています。

太陽光発電（土地系）の導入ポ
テンシャル（年間発電量
1,902,765MWh/年）は、町域中部
から東側の田園地帯を中心に高
く認められています。

山形県尾花沢市との町境付近の
奥羽山脈中心として、主に町域
西側の山地において導入ポテン
シャル（年間発電量
6,234,752MWh/年）が認められて
います。

太陽光発電（左側 建物系・右側 土地系）導入ポテンシャルマップ 風力発電（陸上）導入ポテンシャルマップ



軽質油製品

(ガソリン・灯油等）

40.4%

重質油製品

(重油等）

10.0%

石油ガス

23.1%

天然ガス

2.2%

再エネ

2.0%

電力

21.5%

熱

0.8%

2020年度

エネルギー消費量

2,391TJ

5. 地域特性・課題の分析
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５.１エネルギー消費量

産業部門

45.0%

業務その

他部門

13.0%

家庭部門

11.3%

運輸部門

30.7%

2020年度

エネルギー消費量

2,391TJ

項目 特性

部門毎のエネルギー消費量
 2020年度では産業部門の割合が最も高く、次いで運輸、業務その他部門の順となってい

ます。

エネルギー毎の割合
 軽質油製品(ガソリン・灯油等）の割合が最も高く、次いで石油ガス、電力の順となって

います。

エネルギー消費量の経年変化
エネルギー消費量の割合（部門毎）

（2020年度）

エネルギー消費量の割合（エネルギー毎）
（2020年度）

産業部門、業務その他部門、家庭部門ともに、再生可能エネルギー由来の電力の利用、再エネ設備の導入、
高効率エネルギー設備や省エネルギー設備の導入、さらに脱炭素型ビジネス・ライフスタイルへの転換によ
るエネルギー使用量の削減に努める必要があります。

2,825 
2,739 

2,698 2,669 

2,624 2,619 2,503 
2,391 
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1,000
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2,000

2,500

3,000

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

熱

電力

再エネ

天然ガス

石油ガス

重質油製品

(重油等）

軽質油製品

(ガソリン・灯油等）

▲15.4%

(▲434TJ)

（TJ）
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５.２再生可能エネルギーの導入状況

本町の再生可能エネルギー資源としては、陸上風力（6,234,752MWh）が最も大きく、次いで太陽光発電
（2,128,683MWh）が大きいものとなっています。地域脱炭素社会の実現に向けて、利用可能な再エネ資源を
最大限に活用する必要があります。

項目 特性

再生可能エネルギーの導
入状況

 町有地及び町有施設に太陽光発電設備は18件設置されています。木質バイオマ
スボイラーは「やくらい交流施設」に4基設置され、合計出力は2,052kWhと
なっています。

再生可能エネルギー導入
ポテンシャル

 本町における再生可能エネルギー種別導入ポテンシャルの中で、太陽光発電
1,699MW（2,128,683MWh/年）、風力発電1,879MW（6,234,752MWh/年）が特に高
いです。

 その他、中小水力、地熱、太陽熱、地中熱、木質バイオマスのポテンシャルも
見込まれています。

再生可能エネルギー発電
電力量

 本町での再エネによる発電電力量は、2021(令和3)年度において36,651MWhと
なっており、本町の電気使用量（113,258MWh）の32％程度、再生可能エネル
ギー（電気）導入ポテンシャル（8,445,533MWh）の0.4％程度です。

 再生可能エネルギーを導入することで電力の使用量自体を直接的に削減することはありませんが、化石燃
料を使用していないため、温室効果ガスの排出量削減には大きく貢献します。



6. 将来の温室効果ガス排出量の推計
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６.１将来の温室効果ガス排出量の推計
現状趨勢ケース(BAU)：現状から削減対策や再エネ導入を行わない場合（人口等の活動量を設定）

項 目 2013年度 2030年度 2050年度

森林によるCO2吸収見込量（千t-CO2) 62 55 55

項 目
2013年度 2030年度 2050年
CO2排出量
（千t-CO2）

CO2排出量
（千t-CO2）

CO2排出量
（千t-CO2）

現状趨勢（BAU)ケース（特定以外） － 202 197

削減項目

電力排出係数の低減 － ▲31 －
国等との連携による削減対策 － ▲21 －
2050年脱炭素社会実現に向けた対策 － － ▲128

エネルギー分野 － － ▲128
非エネルギー分野 － － ▲1

再生可能エネルギーの導入 － ▲23 ▲33
特定事業者からの排出量 － 14 0

合計 274 141 36
2013年度比削減率 － 49% 87%

※各数値で四捨五入を行っているため、合計等と合わない場合があります。
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７.１温室効果ガスの排出量削減目標
項目

2013年度
（基準年度）

2030年度
（短期）

2040年度
（中期）

2050年
（長期）

削減目標
（2013年度比）

- 50％削減 75％削減 100％削減

CO2排出ガス量 274千t-CO2 137千t-CO2 69千t-CO2 0千t-CO2

CO2削減量 - 137千t-CO2 205千t-CO2 274千t-CO2

CO2吸収量

（森林吸収量）
- （55千t-CO2） （55千t-CO2） （55千t-CO2）

計画の名称 温室効果ガス排出量の削減目標

地球温暖化
対策計画
（国）

2030年度に温室効果ガスを2013年度か
ら46％削減することを目指し、さらに、
50％の高みに向けて挑戦を続けていく

みやぎゼロ
カーボン
チャレンジ
2050戦略

2050年までに、吸収量を差し引くこと
により実質ゼロになるカーボンニュー
トラル（脱炭素社会の実現）、2030年
度までに、基準年度である2013年度か
ら50％削減するとしている

温室効果ガス排出量削減イメージ
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効
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排
出
量

産業部門
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運輸部門

廃棄物分野

CH4

N2O

森林吸収

千ｔ-CO2

274.2

235.7

202.4

141.1

197.1

森林吸収：55

2013年度

実績値
2019年度

実績値
2030年度

BAU

2050年

対策後
森林

吸収

▲26.2％

▲48.6％

▲28.1％

▲87.0％

2030年度

対策後
2050年

BAU
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７.２温室効果ガス排出量削減目標の方向性
めざす
将来像

基本政策 施策の目標
温暖化対策の
基本方針（案）

施策内容

美
し
い
水
と
緑
と
笑
顔
に
あ
ふ
れ
心
豊
か
な
暮
ら
し
を
育
む
ま
ち
加
美

1．脱炭素社
会の構築

(1)電力の地産地消の
推進

基本方針1（案）
再生可能エネルギー
の利用促進

㈱かみでん里山公社
を活用した電力の地
産地消の推進

(2)再生可能エネル
ギー導入の促進

太陽光発電システム
の導入促進
その他の再エネ導入
検討

(3)温室効果ガスの排
出削減

基本方針2（案）
町民・事業者の省エ
ネ行動の推進

省エネルギー機器の
普及拡大
住宅・建築物の省エ
ネ化推進
町民・事業者の省エ
ネ行動定着促進

基本方針3（案）
地域環境の整備及び
改善

電動車の普及促進
公共交通機関の利用
促進
物流の低炭素化推進

森林整備の推進
2．循環型社
会の構築

(1)ごみの減量化の推
進

基本方針4（案）
循環型社会の形成

廃棄物焼却量・最終
処分量の削減
食品ロスの削減

(2)循環型社会への転
換

ごみの資源化の推進

プラスチックごみの
減量化とリサイクル
促進

(3)不法投棄対策の推
進

適正処理・不法投棄
対策の推進

加美町環境基本計画 加美町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

基本方針（案）1 再生可能エネルギーの利用促進
○施策 ㈱かみでん里山公社を活用した電力の地産地消の推進
○施策 太陽光発電システムの導入促進
○施策 その他の再生可能エネルギーの導入検討

基本方針（案）2 町民・事業者の省エネ行動の推進
○施策 省エネルギー機器の普及拡大
○施策 住宅・建築物の省エネ化推進
○施策 町民・事業者の省エネ行動定着促進

基本方針（案）3 地域環境の整備及び改善
○施策 電動車の普及促進 ○施策 公共交通機関の利用促進
○施策 物流の低炭素化推進
○施策 森林整備の推進

基本方針（案）4 循環型社会の形成
○施策 廃棄物焼却量・最終処分量の削減
○施策 食品ロスの削減
○施策 ごみの資源化の推進
○施策 プラスチックごみの減量化とリサイクル促進

○施策 適正処理・不法投棄対策の推進
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8.１加美町環境審議会の開催
開催日時 概要

第1回
加美町環境審議会

2023年10月26日
委嘱状の交付、委員の諮問、加美町地球温暖化対策実行計画
の策定に関する議事を行いました。

第2回
加美町環境審議会

2023年12月27日
令和5年度に調査しました本町の基礎情報（自然的条件、経済
的条件、社会的条件、温室効果ガス排出量等）に関して議事
を行う予定です。

8.２加美町脱炭素化推進検討部会の開催
開催日時 概要

第1回
脱炭素化推進検討部会

2023年11月22日
これまでの検討部会の経過、加美町地球温暖化対策実行計画
の策定、㈱かみでん里山公社の状況に関する議事を行いまし
た。
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９.１温室効果ガス排出量等の現状（事務事業編）

 2022年度の温室効果ガス排出量（7,206t-CO2）
は、基準年度である2013年度（11,139t-CO2 ）
比▲3,933t-CO2 （35.3%)削減
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基
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度

温室効果ガス排出量の割合（2022年度）

種別
基準年度(2013年度)との比較

（各エネルギー）

ガソリン 23％削減

灯油 20％削減

軽油 59％削減

重油 5％増加

液化石油
ガス

24％削減

電気 11％削減

温室効果ガス排出量の経年変化
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９.２温室効果ガス排出量削減目標（事務事業編）

11,139

7,206
5,458
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基準年度 直近年度 目標年度

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

t-CO2/年

51％削減

（▲5,681）

)

 本計画では、国の地球温暖化対策計画と整合を図り、2030(令和12)年度を目標年度とし、基準年度
比（2013（平成25）年度）で、51%削減を目標として検討します。

削減目標（2030（令和 12）年度）については、国の地球温暖化対策計画において、地方公共団体

の事務・事業に伴う排出の多くが該当する「業務その他部門」で、2030（令和 12）年までに平成 25

（2013）年度比で、51％削減になっていることに準じ、設定しました。 

地球温暖化対策計画におけるエネルギー起源 CO2の各部門の削減目標 

部門別 削減率 

産業 38％ 

業務その他 51％ 

家庭 66％ 

運輸 35％ 

エネルギー転換 47％ 
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９.３温室効果ガス排出量削減効果（事務事業編）
 公共施設における省エネルギー化、再生可能エネルギー発電設備及び電気自動車の導入による温室効果ガ

スの削減効果を算定しました。
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2013年度 2022年度 2030年度 2030年度

基準年度 直近年度 目標年度 対策導入

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

t-CO2/年

51％削減
（▲5,681）

51％削減
（▲5,705）

削減対策 削減効果見込（t-CO2）

LED照明の導入 172.1t-CO2

建物の省エネ化 30.4t-CO2

太陽光発電設備導入 1,567.3t-CO2

電気自動車の導入 2.9t-CO2

2022年度比 1,772.7t-CO2

削減対策後の
2030年度温室効果ガス排出量

2013年度比削減量
（削減割合）

5,434（t-CO2）
5,705（t-CO2）

（51％）


